
新潟市民間施設木造・木質化支援事業交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、「新潟市建築物等における木材の利用の促進に関する方針（平成２４

年１月策定。以下「市方針」という。）」に基づき、新潟市産材・県産材（以下「市産材

等」という。）の利用の促進を図るため、多くの市民が利用する民間の公共的施設や商業

施設等での市産材等の利用のために取り組む経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付

することについて、新潟市補助金等交付規則（平成１６年新潟市規則第１９号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（目的） 

第２条 市方針に基づき民間施設における市産材等の利用を支援し、地域の森林資源を循

環利用することにより、林業・木材産業の振興や適正な森林整備の促進などに資するこ

とを目的とする。 

 

（交付の対象及び補助率） 

第３条 別表１又は２の補助事業者の欄に掲げる者（以下「補助事業者」という。）は新潟

市内に住所を有するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助の対象としない。 

（１）新潟市税を滞納している者。 

（２）暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号）第２条第２号に

規定する暴力団をいう。以下同じ。）、暴力団員（同条第３号に規定する暴力団員をいう。

以下同じ。）又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者。 

（３）その他、補助金の交付が不適当であると市長が認める者。 

３ 市長は、補助事業者が行う別表１又は２に掲げる事業（以下「補助事業」という。）に

おいて、市産材等を利用するために必要な経費のうち、補助金交付の対象として市長が

認める経費（以下「補助対象経費」という。）に対して、予算の範囲内で補助金を交付す

る。 

４ 補助対象経費の区分及びこれに対する補助率（補助額）は、別表 1 又は２に定めると

ころによる。 

 

（交付の申請） 

第４条 補助事業者は、市長が定める期日までに別表１又は２に定めるところにより様式

第１号（補助金等交付申請書）を市長に提出するものとする。 

２ 補助事業者は、前項の申請書を提出するに当たり、当該補助金に係る消費税仕入控除

税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭

和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金

額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じ

て得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、そ

の金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時



において当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかでない補助事業者については、

この限りでない。 

３ 補助金の算出にあたっては、千円未満の端数が生じる場合はこれを切り捨てるものと

する。 

 

（変更の承認申請） 

第５条 補助事業者は、規則第１０条第１項の規定により市長の承認を受けようとする場

合には、様式第２号（補助事業変更承認申請書）を市長に提出しなければならない。 

 

（事業の実施） 

第６条 事業の着手は、原則として補助金交付決定に基づき行うものとする。 

  ただし、やむを得ない事情により当該交付の決定を受ける前に本事業に着手する必要

がある場合は、その理由を具体的に明記した様式第３号（交付決定前着手届）を市長に

提出しなければならない。 

   なお、補助対象者は、当該交付決定を受ける前に本事業に着手する場合は、当該交付

の決定を受けるまでの期間内に行った本事業について天災地変等のあらゆる事由によ

って生じた損失等は、自らの責任とすることを了知の上行うものとする。 

 

（事業着手報告） 

第７条 補助事業者は、事業に着手したときは、様式第４号（事業着手報告書）に関係書

類を添えて市長に報告しなければならない。 

 

（事業完了報告） 

第８条 補助事業者は、事業が完了したときは、事業完了後２０日以内又は事業が完了した

年度の３月３１日のいずれか早い日までに様式第５号（補助事業完了報告書）により市

長に報告しなければならない。 

 

（報告） 

第９条 補助事業者は、事業完了から１年間の市産材等ＰＲ等の実施実績について、事業完

了年度の翌年度の市長が定める期日までに、様式第６号（市産材等普及活動等実施状況

報告書）により市長に報告しなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第１０条 規則第２０条に規定するその他市長が指定する財産は、事業により取得した価

格が１件１００千円以上の物品等とする。 

２ 規則第２０条に規定する耐用年数を勘案して市長が定める期間は、国が定める減価償

却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）別表に準ずるものと

する。 

 

 



（補助金の返還） 

第１１条 市長は、補助事業者が無断で事業により取得した物品等を処分したときは、補

助金の返還を求めることができる。 

 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項はその都度市長が定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

（要綱の失効） 

２ この要綱は、令和９年３月３１日をもって失効する。 

 

   附 則 

（施行期日）  

この要綱は、令和７年６月４日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

 

附 則 

（施行期日）  

この要綱は、令和８年５月８日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 
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様式第１号（第４条関係） 
  年  月  日 

 

（宛先）新潟市長 

 

補助事業者 住所  

   （法人にあっては所在地） 

    氏名  

    （法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

（整備主体：            ） 

 

 

 

補助金等交付申請書 

 

 補助金の交付を受けたいので、交付要綱第４条の規定に基づき次のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称      年度 新潟市民間施設木造・木質化支援事業 

            ※該当する区分に☑を付けてください。 

           □ 県連携支援（ＰＲ効果の高い公共的施設・商業施設） 

                 □ 市産材を使用 □ 県産材を使用 

                    □ 子育て・教育施設木質化等支援  

                □ 内装等木質化 □ 木製品等導入 

 

２ 補助事業の目的及び内容  市産材等の利用を促進するため、要綱別表に記載の補助

事業に取り組む 

 

３ 補助対象経費                    円 

 

４ 交付申請額及びその算定方法             円 

 

５ 補助事業の着工（予定）年月日      年  月  日 

 

６ 補助事業の完了（予定）年月日      年  月  日 

 

７ 情報の公表の内容、方法及び時期   

 

８ 添付書類             要綱別表のとおり 

  



＊ 市では、新潟市暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等では

ない旨の誓約をお願いしています。 

 

様式第１号の２（第４条関係） 

 

暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書 
 

私（当法人・当団体）は、新潟市民間施設木造・木質化支援事業交付要綱の規定に基づ

く申請を行うに当たり、下記の事項について誓約します。 

 

記 

 

１ 私（当法人・当団体）は次のいずれにも該当しません。 

(1)   暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成 24 年新潟市条例第 61 号）第２条第２号に規

定する暴力団をいう。以下同じ。） 

(2)  暴力団員（新潟市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員をいう。以下同

じ。） 

(3)  役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同

等の責任を有する者をいい、法人以外の団体である場合は代表者、理事その他これら

と同等の責任を有する者をいう。）が暴力団員であるもの 

(4)  暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているもの 

(5)  自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第

三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用しているもの 

(6)  暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積

極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与しているもの 

(7)  その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの 

 

 

２ 新潟市暴力団排除条例の主旨に基づき裏面名簿を提出します。名簿に記載されたすべ

ての者は、暴力団員等であるか否かの確認のため、新潟県警察本部に対してこの名簿に

よる照会が行われる場合があることに同意しております。なお、名簿記載内容は事実と

相違ありません。 

 

 

   年   月   日 

 

 

新潟市長  様 

 

 

 

〔法人、団体にあっては所在地〕 

住 所 

 

                                                        

〔法人、団体にあっては名称及び代表者の氏名〕 

 

 

（ふりがな） 

氏  名                                   

 

生年月日 （ 昭和 ・ 平成 ・ 令和 ）   年    月   日 

 

 



＊ 市では、新潟市暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等では

ない旨の誓約をお願いしています。 

 

（様式第１号の２（第４条関係）暴力団等の排除に関する誓約書添付資料） 

 

名簿（役員等一覧表） 
 

【記載方法】 

①記載例に従って、役職、氏名、カナ、生年月日、性別、住所を記載してください。 

②法人の場合には登記事項証明書に記載されている役員全員及び支店若しくは事務所の代

表者を記載してください。団体及び個人事業者の場合には代表者を記載してください。 

③生年月日の記載について、Ｓ～昭和、Ｈ～平成、Ｒ～令和として、元号に丸をつけてく

ださい。 

④性別の記載について、どちらかに○をつけてください。 

⑤同一内容であれば任意の様式での提出も可とします。 

 
法人・団体・個人名：                                 

 

役 職 氏 名 カ ナ 生年月日 
性

別 
住 所 

【記載例】 

代 表 取 締 役

社長 

 

 

新潟 太郎 

 

 

ニイガタ タロ

ウ 

 

Ｓ 11 年 11 月 11

日 

Ｈ 

Ｒ 

男 

・ 

女 

新潟市中央区○○1 丁目 1

番 1 号 

 

 

 

  

Ｓ    年    月 

日 

Ｈ 

Ｒ 

男 

・ 

女 
 

 

 

 

  

Ｓ    年    月 

日 

Ｈ 

Ｒ 

男 

・ 

女 
 

 

 

 

  

Ｓ    年    月 

日 

Ｈ 

Ｒ 

男 

・ 

女 
 

 

 

 

  

Ｓ    年    月 

日 

Ｈ 

Ｒ 

男 

・ 

女 
 

 

 

 

  

Ｓ    年    月 

日 

Ｈ 

Ｒ 

男 

・ 

女 
 

 

 

 

  

Ｓ    年    月 

日 

Ｈ 

Ｒ 

男 

・ 

女 
 

 

 

 

  

Ｓ    年    月 

日 

Ｈ 

Ｒ 

男 

・ 

女 
 

＊上記に記載された個人情報については、暴力団員等の該当性の確認にのみ使用し、その他の目的には一切使用し

ません。また、その取扱いについては、新潟市個人情報の保護に関する法律施行条例を遵守し、適正に管理いたしま

す。



 

様式第２号（第５条関係） 

  年  月  日 

 

（宛先）新潟市長 

 

補助事業者 住所  

   （法人にあっては所在地） 

    氏名  

    （法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

（整備主体：            ） 

 

 

 

補助事業変更承認申請書 

 

    年  月  日付け新  第  号で補助金の交付決定のあった事業について、 

次の理由により事業内容及び経費の配分を変更したいので、交付要綱第５条の規定に基づ

き申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称      年度 新潟市民間施設木造・木質化支援事業 

            ※該当する区分に☑を付けてください。 

           □ 県連携支援（ＰＲ効果の高い公共的施設・商業施設） 

                 □ 市産材を使用 □ 県産材を使用 

                    □ 子育て・教育施設木質化等支援  

                □ 内装等木質化 □ 木製品等導入 

 

２ 変更の理由 

 

 

 

 

３ 添付書類名 

（１） 

（２） 

 

 

 

４ 変更予定年月日      年  月  日 

 

 

注 関係書類は、変更の内容が容易に比較できるよう交付申請書に添付する書類の様式に

より、変更前の部分を上段に、変更後の部分を下段にそれぞれ記入すること。 



 

様式第３号（第６条関係） 

  年  月  日 

 

（宛先）新潟市長 

 

補助事業者 住所  

   （法人にあっては所在地） 

    氏名  

                    （法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

 

 

交付決定前着手届 

 

    年度 新潟市民間施設木造・木質化支援事業を補助金交付決定前に着手したいの

で、対象事業として採択されない場合は、自力事業とすることを了承のうえ、交付要綱第

６条の規定に基づき関係書類を添えて届出します。 

 

 

記 

 

整備主体 
 

 

事業実施場所  

着手予定年月日 

 

年  月  日 

 

完了予定年月日 

 

年  月  日 

 

交付決定前 

着手の理由 

 

 

 

 

 

  

添付書類：設計図書 

  



 

様式第４号（第７条関係） 

    年  月  日 

 

（宛先）新潟市長 

 

補助事業者 住所  

   （法人にあっては所在地） 

    氏名  

                    （法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

 

 

事業着手報告書 

 

    年度 新潟市民間施設木造・木質化支援事業の下記事業に着手したので、交付要

綱第７条の規定に基づき報告します。 

 

 

記 

 

 

整備主体 

 

 

 

事業実施場所 

 

 

 

着手年月日 

 

 

 

完了予定年月日 

 

 

 

 

 

  



 

様式第５号（第８条関係） 

    年  月  日 

 

（宛先）新潟市長 

 

補助事業者 住所  

   （法人にあっては所在地） 

    氏名  

                    （法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

 

補助事業完了報告書 

 

    年  月  日付け新  第  号で補助金（変更）交付決定のあった事業が完

了したので、交付要綱第８条の規定に基づき報告します。 

 

記 

 

整備主体  

事業実施場所  

（変更）交付 

決定額 
円 精算額 円 

事業の 

内容 

 

市産材等使用量（㎥）  

延床面積１㎡当たりの市産材等

使用量(木造施設整備) （㎥） 
 

延床面積１㎡当たりの市産材等

使用量(内装等木質化)（㎥） 
 

外構等での市産材等の 

使用割合（％） 
 

木製品導入の市産材等の 

使用割合（％） 
 

市産材等 

ＰＲの 

内容 

 

 

 

事業費 

総事業費 

（千円） 

負担区分 

県補助金 

（千円） 

市補助金 

（千円） 

その他 

補助金 

（千円） 

事業主体 

（千円） 

その他 

（千円） 

      

着手年月日 年  月  日 

完了年月日 年  月  日 

 



 

 

添付書類 

○ 請求書及び請求書の内訳が確認できるもの、領収書の写し 

○ 事業成績書及び収支精算書 

〇 精算設計図書、竣工写真、市産材等のＰＲ状況を確認できる図書等（市産材等の普及啓発

用品の写真、パンフレットや新聞、ホームページの写し等) 

※ 提出された写真は、広報用素材として市のホームページやパンフレット等で使用するこ

とに同意するものとします。 

〇 市産材等であることを明記した出荷証明書に下記書類を添付したもの 

・ 伐採届等、森林関係法令上の手続きが適正に行われていることがわかる書類の写し 

・ 森林関係法令の対象とならない立木（屋敷林等）については、その立木の所有者自ら作

成する証明書（所有者名、住所、樹種、数量を明記） 

 ※ 市産材を含むものは、市産材と県産材の数量が区別できる資料を添付すること 

そのほか、要綱別表のとおり 

  



 

様式第６号（第９条関係） 

    年  月  日 

 

（宛先）新潟市長 

 

補助事業者 住所  

   （法人にあっては所在地） 

    氏名  

                    （法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

 

市産材等普及活動等実施状況報告書 

 

     年度に実施した新潟市民間施設木造・木質化支援事業における市産材等普及活

動等の実施状況について、交付要綱第９条の規定に基づき報告します。 

 

記 

 

整備主体 
 

 

事業実施場所 
 

 

事業の内容 
 

 

主な用途 
 

 

 市産材等の良さを市民等に広く普及していくための工夫 

項目 計画 実績 備考 

①普及啓発 

用品設置 
ｻｲｽﾞ  m× m 基数  ｻｲｽﾞ  m× m 基数   

②周知計画 時期  
回

数 
 

周知 

人数 
 時期  回数  

周知

人数 
  

③周知方法 
 

 
  

④施設 

利用者数 

 

 
  

⑤市産材等 

普及活動等 

 

 
  

⑥事業効果の 

検証結果 

 

 
  

  

添付資料：現況写真、事業効果の検証（アンケート等）取りまとめ結果、今後の活用につ

いて 


